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政策８　優れた群馬の環境の保全・継承
【目的】環境への負荷が少なく環境の質が高い、豊かで持続的に発展する環境県群馬を目指します。

施策１　自然環境・生活環境の保全

【目的】ふるさと群馬の素晴らしい自然環境や暮らしを支える生活環境の保全に取り組みます。

(1)自然環境の保全

①尾瀬の保護と適正利用を推進します。

自然001 尾瀬学校 再掲
森林環境
部

自然環境
課

　群馬の子どもたちが小中学校在学中に
一度は尾瀬を訪れ、質の高い自然体験を
通した環境学習により自然保護の意識を
醸成するとともに、郷土を愛する心を育むこ
とを目的として、学校設置者に対し経費の
一部を補助。

実施率 ％ 53.3 90.0 100.0 87,643 85,046 72,255

　132校9,179人（小学校75校3,902人、中学校57
校5,277人）の児童･生徒が、尾瀬または芳ヶ平湿地群
で、質の高い自然体験を通した環境学習を実施した。ま
た、尾瀬学校実施率が低い地域の教職員向け研修会を
開催した。

4継続

　「ぐんまの子どもたちを一度は尾瀬に」という当初の目
標達成に向け、引き続き事業を実施するとともに、更な
る内容の充実と安全の確保を図る施策を講じる。ま
た、地理的条件等によって尾瀬学校に参加できない児
童生徒について、芳ヶ平湿地群において尾瀬学校と同
水準の環境学習の実施を図る。

4継続
　児童生徒が尾瀬や芳ヶ平湿地群を実際に訪れ、体
験学習ができる環境教育事業として重要であり、継
続。

自然002 尾瀬環境学習推進 再掲
森林環境
部

自然環境
課

　尾瀬を通じた環境学習を推進するため、
尾瀬内にある県有施設（ビジターセン
ター）での環境教育の実施及び、県内小
中学校に講師を派遣する移動尾瀬自然
教室や県民向けの出前講座等を実施す
る。

移動尾瀬自然教室・県民講座等参加人
数 人 1,545 1,950 2,000 2,582 2,710 2,554

　尾瀬内でビジターセンター運営や尾瀬学校を実施。学
校や公民館等に出向いて移動尾瀬自然教室や出前講
座を開催。児童生徒や県民に対しても尾瀬を通じた環境
学習の場を提供。

4継続

　尾瀬内での環境学習により、日頃から自然に親しむ
機会の少ない人に対して自然の紹介やふれあいのきっ
かけづくりを行うとともに、尾瀬を体験できない人や今後
尾瀬への入山を考えている人を対象とし、尾瀬の自然
や保護活動について普及啓発を図る機会として有効
であるので、引き続き実施する。

4継続
　尾瀬の入山者や、尾瀬を未体験の児童生徒など、
多くの県民に尾瀬の優れた自然環境や環境保護の取
り組みを学習する場を提供するものであり、継続。

自然003 尾瀬入山口交通環境整備 森林環境
部

自然環境
課

　鳩待峠口では、静かで落ち着いた入山
口とするため、駐車場を整備し、大清水口
では、利用分散化のための低公害車によ
る営業運行を実施する。

大清水口入山者数割合
（大清水口入山者数／尾瀬入山者
数）

％ 5.1 7.5 8.0 835 832 732

　低公害車の営業運行４年目。少雪により運行日数が
H29より7日増となり、乗車率は4ヶ年連続で目標達成。
一方、尾瀬全体に占める大清水口利用者の割合は目標
未達かつ減少傾向。新たな魅力の発信や営業運行の更
なる周知、わかりやすい乗場案内等の工夫を検討。

4継続

　大清水～一ノ瀬間低公害車運行は、平成２７年
度から地元交通事業者による営業運行が開始されて
おり、利用分散化に寄与しているが、引き続き、鳩待
峠入山口への一極集中の是正や、尾瀬の回遊型、滞
在型利用の促進を図るため、PR等普及啓発事業や、
運行状況調査等を実施する。

4継続

　引き続き鳩待峠への入山者の一極集中を是正して
いくため、大清水口を含む他の入山ルートのPR普及活
動や、低公害車の運行状況を調査し、効果を検証し
ていくことは重要であり、継続。

教セ001 自然・歴史・文化遺産研修 再掲
教育委員
会

総合教育
センター

　小・中学校初任者研修の宿泊研修に
「自然・歴史・文化遺産研修」を位置づけ
て、尾瀬ケ原、世界遺産、東国文化の
コース別体験活動を取り入れ、郷土資源
や文化遺産についての理解と誇りや愛着を
持つとともに、児童生徒を引率することを想
定した指導力の向上を図る。

「尾瀬や世界遺産、東国文化についての
理解が深まった」と回答する研修者の割合 ％ 98 90 95 1,537 1,385 892

　尾瀬自然体験、世界遺産体験、東国文化体験の3
コースから参加者（169名）が選択し、日帰りの体験研
修を実施した。本研修により、参加者は、県内の豊かな郷
土資源や文化遺産について実感を伴って理解することがで
きた。また、本研修を通して学んだことを、その後の教育活
動において児童生徒に還元し、教育の質的な向上を図る
ことができた。

4継続

　初任者教員が、県内の豊かな郷土資源や文化遺産
についての理解を深め、その成果をもとに、児童生徒に
本県の素晴らしさを伝えるために必要である。加えて、
初任者教員のこれまでの経験や所属校における教育
課程の実態を踏まえてコース選択ができる本事業は、
教員としての資質向上と学校の教育力向上に有効で
あることから、継続。

4継続

　初任者教員が、本県の郷土資源や文化遺産につい
て理解を深め、実際の経験を踏まえて児童生徒に本
県の素晴らしさを伝えるため、継続。研修参加者の
98%が、尾瀬等の理解が深まったと回答しており、事
業効果が認められる。

②自然とのふれあいの場の確保や機会の提供に努めます。

自然007 自然公園等整備 森林環境
部

自然環境
課

　県立公園（赤城、榛名、妙義）、国
立・国定公園及び長距離自然歩道（首
都圏自然歩道、中部北陸自然歩道）に
おける、県有施設の補修・整備を行う。

自然公園等利用者数 千人 12月頃集計 11,000 11,100 114,182 69,615 96,453

国立･国定公園及び県立公園における登山道や休憩舎
等の県有施設の整備、補修を実施し、公園利用者の安
全確保や利便性向上と観光地としての魅力アップを図っ
た。また、ぐんま県境稜線トレイルに関連した県管理登山
道の再整備を実施した。

4継続

県立公園や自然公園は群馬県の誇る魅力的な自然
環境を有し、地域の観光資源の中心となっている。そ
の豊かな自然景観を保全しながら、利用者の利便性
の向上や安全を確保するため、計画的、継続的に施
設整備を実施していく必要がある。ぐんま県境稜線トレ
イル全線開通に伴い、関連した県管理登山道の再整
備など、自然公園等の一層の魅力向上と安全の確保
に引き続き取り組んでいく。

4継続
　県立公園等の利用者の利便性の向上、安全性確
保や観光資源としての魅力を維持するためにも、計画
的な施設整備や維持補修は必要であるため、継続。

自然008 自然公園等管理 森林環境
部

自然環境
課

　県立公園（赤城、榛名、妙義）の管理
及び、国立・国定公園並びに長距離自然
歩道（首都圏自然歩道、中部北陸自然
歩道）における県有施設等の管理を行
う。

自然公園等利用者数 千人 12月頃集計 11,000 11,100 53,098 53,530 44,715

　国立・国定公園および県立公園における登山道や休憩
舎、公衆トイレ、駐車場、ビジターセンターなどの県有施設
について地域と密接に連携し、適切な管理を実施した。
また、長距離自然歩道についても、地元市町村と連携
し、適正な管理を実施した。

4継続

　県立公園や自然公園は群馬県の誇る魅力的な自
然環境を有し、地域の観光資源の中心となっている。
その豊かな自然景観を保全しながら、利用者の利便
性の向上や安全を確保するため、適正な管理を継続
していく必要がある。

4継続 　利用者の利便性・安全性向上のため、定期的な管
理が必要であるため継続。

緑化008 森林公園整備 森林環境
部

緑化推進
課

　県立森林公園の管理運営及び施設の
整備を行う。 県立森林公園の利用者数 人 445,992 535,800 540,000 65,139 70,695 65,984

   県民の保健休養、学習の場として、県内7箇所の森林
公園について指定管理制度による経費の節減を図りなが
ら運営管理を行った。また老朽化した案内板や施設の改
修、森林整備を行うなど、利用者の利便性の向上と安全
対策の充実を図った。

4継続

　老朽化した基盤施設の改修は、優先度や緊急性を
判断しながら引き続き段階的に整備し、利用者の安
全や快適性の向上を図る。また、間伐等の森林整備
を継続的に行い、森林が持つ優れた自然環境を維
持・保全することで、県民の保健及び休養の場を提供
する。あわせて、指定管理者による自主事業の開催等
によって魅力ある公園運営を行う。

4継続 　利用者が安全に森林公園を利用できるよう適正な
管理と計画的な維持補修は必要であり継続。

都計007 県立都市公園管理 再掲
県土整備
部

都市計画
課

　県立都市公園（敷島公園、群馬の森、
観音山ファミリーパーク、金山総合公園、
多々良沼公園）の管理を適正に実施し、
県民に憩と癒しの場を提供する

公園来場者数 千人 2,556 2,350 2,350 1,318,568 726,118 1,294,626

　指定管理者制度等による公園の適正な管理
  都市公園長寿命化計画に基づいた公園の適正な管理
　敷島公園補助陸上競技場の8レーン化及び第3種公
認対応

4継続 　県民の憩いの場である都市公園を、県民が安全に
安心して利用してもらうために必要な事業である。 4継続

　県が管理する都市公園を、県民が安全に利用する
ために必要な事業であり、継続。引き続き、ネーミングラ
イツの追加導入の検討など財源確保の取り組みや効
率的な維持管理に努めていく必要がある。

③絶滅危惧動植物の保全対策や生物多様性の保全に努めます。

自然005 自然環境対策 森林環境
部

自然環境
課

　自然環境保全地域の整備、良好な自
然環境の保全を図るための基礎調査、希
少野生動植物の種の保護に関する条例
の推進等、自然環境対策を実施する。

良好な自然環境を有する地域学術調査
の実施地域数 件 8 5 5 17,880 19,031 17,154 　合同調査2件、単独調査6件を実施した。 4継続

　種の保護条例に基づく指定種や指定を見据えた調
査等、定期的なモニタリングが必要なため、効率的な
事業執行に留意し、継続して実施する。

4継続
　種の保護条例による指定種の定期的なモニタリング
調査や、生息地等保全地区の指定のための必要な調
査であり、継続。

④森林の公益的機能を高め、維持していくため、森林の整備・保全を行います。

緑化001 ぐんま緑の県民基金事業（森林ボラン
ティア支援）

森林環境
部

緑化推進
課

　ぐんま緑の県民税を導入し、森林ボラン
ティアに関する幅広い情報の収集や提供、
技術向上のための研修の充実等を行うた
め、森林ボランティア関係情報の一元管理
と提供、講師派遣及びアドバイス等を実施
する。

森林ボランティア団体会員数 人 5,318 5,400 5,500 11,533 10,883 9,199

森林ボランティア支援センターを運営し、専用HP・メルマ
ガ・情報誌による情報発信、新規加入を促進するボラン
ティア体験会、安全講習会、作業器具の貸出し、ボラン
ティア交流会等を行い、森林ボランティア活動を支援した。
体験会3回 安全研修10回　作業器具貸出し72件　 交
流会1回

4継続

　県民自らが、森林や林業に関心を持ち、森林の必要
性について理解を深めることが重要であることから、森
林ボランティアに取り組む団体や活動機会を求める県
民等への支援を行い、本県の森林整備、保全につな
げていく必要がある。

4継続

　森林ボランティアは、森林の整備、保全を社会全体
で支えていく県民意識を醸成するために重要な役割を
担っているため継続。ボランティア会員数の更なる増加
に向け、引き続き情報提供や啓発を行っていく必要が
ある。

緑化009
ぐんま緑の県民基金事業（森林ボラン
ティア支援、森林環境教育指導者養成
を除く）

再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　ぐんま緑の県民税を導入し、奥山等立
地条件が悪く、適正な管理ができず、公益
的機能を維持・発揮できない森林を整備

水源地域等の森林整備面積 ha 972 790 660 1,720,262 1,716,760 1,756,978

 水源地域等の森林整備については、先行した森林所有
者特定等の調査箇所の森林整備を促進した結果、目標
面積を大幅に上回る972ｈａの実績となった。市町村提
案型事業については、周知等行った結果、１次募集で全
市町村から計画書の提出があり予算に達したが、額の確
定で不用額が生じ、約2億2千万円の実績となった。

4継続
　豊かな水を育み、災害に強い森林づくりと、里山・平
地林等の森林環境を改善し、安全・安心な生活環境
を創造するため、今後も継続した実施が必要である。

4継続
　条件不利地での森林整備をはじめ、基金を活用した
地域での取組が一層広がるよう、引き続き取り組む必
要があるため継続。

緑化010 森林の公益的機能拡充推進 森林環境
部

緑化推進
課

　森林の持つ公益的機能への理解を深め
る講演会等を実施

ぐんま山と森林
協賛イベント数 件 115 45 45 1,541 1,307 676 　山と森林協賛イベント数は115回、イベント参加者数は

約37,200人と大幅に目標を達成した。 4継続
　イベント数の増加やイベントチラシによるＰＲの成果
により、参加者数の増加が継続している。今後も、Ｐ
Ｒに努め、山や森に親しむ機会を提供する必要がある

4継続 　協賛イベントを通じて、多くの県民に森林等について
考えてもらう機会になっており、継続。

林政003 森林病害虫等防除対策 森林環境
部 林政課

　「守るべき松林」を保全するために必要な
予防対策、駆除対策及び周辺対策、並
びに被害区域拡大防止のための駆除対
策を推進する。また、ナラ枯れ等県内に被
害拡大する恐れのある森林病害虫等の防
除対策を実施する。

守るべき松林における被害材積 m3 353 470 420 41,459 53,099 30,676
　被害木の伐倒駆除、樹幹注入を実施することで松くい
虫被害の拡大を防止することができた。松くい虫伐倒駆除
544m3松くい虫樹幹注入14,100本

4継続

　松くい虫被害の拡大防止のため、病害虫防除対策
で有効な手段とされる被害木の伐倒駆除と健全木へ
の樹幹注入を実施している。今後も継続して対策を実
施することで被害の拡大を防止する必要がある。

4継続
　松くい虫による松林の被害材積は減少しており、引き
続き被害拡大を防止することが重要であることから、継
続。

林政008 間伐等森林整備 再掲
森林環境
部 林政課

　森林所有者等が実施する間伐・除伐等
に対して支援するほか、林業経営の成り立
たない条件不利地の森林や、保安林等公
益上特に重要な森林に対して間伐等森
林整備を実施する。

間伐等森林整備面積 ha 2,286 3,300 3,500 1,615,123 1,632,037 1,196,794

　森林が有する多面的にわたる公益的機能を持続的に発
揮させるため、森林所有者等が実施する間伐等に対して
支援及び条件不利地や保安林等公益上特に重要な森
林に対して間伐等森林整備を実施した。

4継続 　森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるた
め、今後も間伐等森林整備を推進する必要がある。 4継続

　森林が有する水源涵養機能や土砂災害等を防止
する国土保全機能、洪水調整機能などの公益的機
能が持続的に発揮されていくためにも、間伐等を通じた
適正な森林整備を行っていく必要があり、継続。
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個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

森保002 森林保全管理推進 森林環境
部

森林保全
課

　森林保全巡視指導員を7事務所に配置
し、森林の巡視指導を行い、森林の持つ
公益的機能の維持等を図る。

巡視活動延べ日数 日 1,867 2,000 2,000 4,609 4,736 4,725

　森林保全巡視指導員及び森林保全推進員（ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱ）の巡視指導により、知事が適正管理の義務を負う保
安林を含めた森林全般の被害防止に寄与した。　　巡視
指導員等61人（54人）　延べ巡視日数1,867日
（920日）　指導件数1,533件（349件）
　※（　）内は森林保全推進員で内数

4継続

　森林法第40条の規定に基づき行う、違法伐採、山
火事や不法投棄等の早期発見、未然防止のための
事業であり、森林保全上重要であることから引き続き
事業を実施していく。

4継続 　山火事や不法投棄等の早期発見、未然防止を通じ
て森林の保全に寄与する事業であり、継続。

緑化003 緑化推進対策 森林環境
部

緑化推進
課

　県植樹祭の開催や緑化運動ポスター、
緑化標語コンクールの実施、平地林整備
事業や企業参加の森づくり、巨樹古木保
全など様々な事業を実施し、身近な緑づく
りや緑化意識の普及啓発を推進する。社
会貢献として森林整備活動をしようとする
企業や団体と、自らの手ではなかなか整備
できない森林所有者の間を、県が橋渡しを
して森林を多くの手で守り育てる取り組み
を推進する。また、企業・団体をパートナー
として県有林の整備や保全を行う。

県植樹祭 人 1,100 1,000 1,000 5,472 5,546 5,304

　安中市みのりが丘パノラマパークで県植樹祭を開催。緑
化運動ポスター、緑化運動標語コンクールの実施や県緑
化推進委員会への補助等を通じ、緑化意識の啓発や身
近な緑づくりを推進した。企業との森林整備協定締結によ
り企業ボランティアによる森林整備を推進した。

4継続

  緑豊かで暮らしやすい環境づくりを推進するため、県
植樹祭をはじめとする緑化運動の推進や緑化技術の
普及啓発等を継続する必要がある。企業の森林ボラ
ンティア活動は、森林保全・整備の推進、地域活性
化、普及啓発など様々な社会的価値を創出しており、
引き続き支援活動等が必要である。

4継続 　幅広い県民に緑化運動の推進や技術の普及を図る
ことができる事業であり、継続。

緑化004 緑化センター運営 森林環境
部

緑化推進
課

　緑化推進の拠点として、緑化技術の指
導や緑化思想の普及啓発及び森林環境
教育を実施するため、各種緑化講座等を
開催するとともに緑化相談の窓口である緑
の相談室を開設する。

定期開催講座受講者数の維持（過去3
カ年の平均） 人 1,485 2,158 2,158 14,293 14,333 13,766

　緑化推進の拠点として県民等を対象に緑化講座等を
開催するほか、緑の相談室を開設、緑化に関する知識普
及を図った。 　緑化講座等21回、受講者1,118人。付
随する平地林を活用し、小中学生等を対象に森林楽習
講座(森林環境教育)10回、367人。クビアカツヤカミキリ
被害対策研修会等2回、88人。

4継続

　緑化講座や森林楽習講座の開催、緑化相談室の
開設等に加え、クビアカツヤカミキリ被害対策研修会の
開催など、地域ニーズに対応した研修を実施した。本
県の緑化技術の普及指導や森林環境教育の拠点と
して、また、東毛地域の保健休養施設としての役割を
果たしていく必要がある。

4継続

　緑化講座等を開催し、森林・緑化に関する知識の
向上に寄与しており、継続。　研修、講座の内容充実
等を常に検討しながら来園者のニーズにこたえられる運
営をしていくこと。

林試002 森林整備試験 森林環境
部

林業試験
場

  育種、育林、森林保護の研究を行い、
県民に新しい森林管理技術を提供する。

森林機能の維持・造成を図るための新技
術の開発 件 10 7 7 7,220 5,597 6,556

　ナラ枯れの原因となるカシノナガキクイムシの生息地域を
調査し、新たな生息地を確認した。省力化等を目的とし
たヒノキコンテナ苗の植栽適期を明らかにした。　竹の省力
的な除草剤使用法を研究し、より簡易は方法を開発し
た。さくらの里では品種により樹勢の優劣があることがわかっ
た。「ぐんま緑の県民基金事業」で行った間伐施工地で
は、植生の回復が認められ、事業効果が検証された。カラ
マツについて、挿し木苗由来の挿し穂による挿し木を実施
した結果、高い発根率が得られ、増殖技術の向上につな
がった。スギ大苗の成育調査を行い、シカの角擦りによる
被害を確認した。また、造林試験地において、スギ赤枯病
の分生胞子飛散を確認した。これらにより、森林の管理技
術向上に一定の成果が得られた。

4継続

　県の森林造成技術ならびに保護管理技術の高度化
に関する試験研究を実施し、得られた成果を関係者に
提供することは、林業の成長産業化に欠かすことはでき
ないため、継続。

4継続
　県の林業・森林管理に有用な幅広い分野の研究を
行っており、研究成果は県事業に活用できるため、継
続。

⑤河川環境の保全や再生を推進します。

河川001 治水対策 再掲
県土整備
部 河川課

　交付金事業等を活用し、河道の拡幅や
調節池の整備などを組み合わせた効果的
な治水対策を実施するとともに、自然環境
に配慮した河川整備を実施する。

洪水による氾濫が想定される区域面積 km2 72.0 60.8 54.8 5,645,795 8,299,526 7,998,679

　被害が発生した地域や人口･資産が集中する地域など
の改修事業を促進し、氾濫が想定される区域の面積を減
少させた。また、関東・東北豪雨による被害を踏まえた減
災対策として、洪水ハザードマップの作成支援や危機管理
型水位計等の洪水監視体制の強化などソフト事業も推
進した。

4継続

　近年、水災害が頻発化･激甚化している。本県で
は、依然として治水安全度の低い箇所が多々残ってい
ることから、目標達成に向けて優先度の高い箇所を重
点的に河川整備を推進していくとともに、樹木伐採・土
砂掘削等の適切な維持管理やソフト対策を一体的に
推進し、浸水被害の防止・最小化に努める。

4継続

　治水対策は県民の安全安心を守るためには必要不
可欠な事業であるため継続。国の３か年の緊急対策
等を活用したハード面の対策を集中的に実施するとと
もに、市町村等とも連携し、ソフト面での対策も行い、
万が一の際にも県民の命を守る対策が必要。

(2)生活環境の保全

①水環境の保全や再生を推進します。

環保004 公共用水域水質測定調査 森林環境
部

環境保全
課

　河川・湖沼などの公共用水域の水質を
保全するため、水質の常時監視を実施す
る。

公共用水域水質測定調査環境基準達
成率（河川） ％ 80 前年より改善 85 9,949 9,545 8,018 　河川40地点で水質調査を実施した。（32地点で

BOD水質環境基準を達成） 4継続

　水質汚濁防止法に基づき、河川・湖沼の水質汚濁
状況の常時監視が義務づけられている。県民の健康と
生活環境を守るための基礎的なデータを取得する事業
であり、必要不可欠である。

4継続
　法令に基づき実施する河川・湖沼等の水質の常時
監視により、県民の生活環境を保全するための事業で
あり、継続。

環保006 工場･事業場排水対策 森林環境
部

環境保全
課

　改正法の周知とあわせて、工場・事業場
への立入調査や排水水質検査を効果的
に実施し、水質汚濁負荷の低減を図る。

公共用水域水質測定調査環境基準達
成率 % 80 前年より改善 85 811 822 781

 延べ321事業場について排水基準の遵守状況調査に係
る監視指導を実施し、排水基準に適合していない15事
業場に対しては、文書により改善指導を行った。

4継続
　工場・事業場は排水基準の遵守義務があり、県がそ
の監視指導を行うことは、県民の健康と生活環境を守
る上で必要不可欠である。

4継続
　水質汚濁防止法等に基づき実施する工場・事業場
への立入調査等により、県民の生活環境を保全するた
めの事業であり、継続。

環保009 地下水質測定調査 森林環境
部

環境保全
課

　水質汚濁防止法に基づいて「地下水質
測定計画」を作成し、計画に基づいて、県
内の地下水の汚染状況を調査する。
また、結果は環境白書や県HPにより、広く
公表する。

地下水環境基準達成率
（目標：全国平均） % 86 94.5 (H29) - 4,763 4,719 3,780 　県内の151井戸（うち県実施分は99井戸）で調査を

実施した。（130井戸で環境基準を達成） 4継続

　水質汚濁防止法に基づき、地下水質の汚濁状況の
常時監視が義務づけられている。県民の健康と生活
環境を守るための基礎的なデータを取得する事業であ
り、必要不可欠である。

4継続 　法令に基づき実施する地下水の常時監視により、県
民の生活環境を保全するための事業であり、継続。

廃リ011 浄化槽指導対策／環境衛生相談員 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

　浄化槽関連法令に基づく浄化槽の適正
な使用、維持管理について、普及啓発、
監視、指導を行う。

浄化槽教室開催数 回 55 55 55 15,498 16,011 14,403

環境衛生相談員を配置し、浄化槽の届出事務の円滑化
と適正な維持管理の推進を図った。
既存管理者も対象とした浄化槽教室開催や指導通知に
より適正な維持管理の指導を行った。
未管理浄化槽管理者等に対する指導通知の他、関係
団体の協力で個別訪問による助言を行った。

4継続

　浄化槽は、下水道未普及地域における汚水処理施
設である。浄化槽の適正管理は、浄化槽による生活
雑排水とし尿の処理による公衆衛生の向上と生活環
境の保全の点から、不可欠である。そのため適正管理
について、普及啓発、監視、指導することが重要であ
り、継続する必要がある。

4継続
　届出事務等の適切な執行や適正な維持管理を促
すための普及啓発・指導等により、生活環境の保全・
公衆衛生の向上を図るための事業であり、継続。

畜産004 地域と調和した畜産環境確立 農政部 畜産課

　 畜産堆肥の利用促進を図るための普及
啓発と共に、悪臭の防止対策を進めるた
め脱臭装置等の導入費を補助する。ま
た、水質汚濁防止法及び県条例の排水
基準を遵守できるよう、排水の高度処理
装置等の導入費を補助する。

高度処理装置等の設置カ所 カ所 3 2 2 6,627 3,158 6,627

　畜産環境保全の推進を図るため、畜産農家等向けの
啓発資料を作成し、普及啓発を行った。また、水質汚濁
防止法に係る排水基準の遵守を進めるため、３地区の高
度処理装置の整備を支援し、排水対策の推進を図った。

4継続

　畜産環境周辺整備は地域の生活環境及び畜産経
営の安定に重要な取り組みである。しかし、非生産部
門の環境対策に十分な費用をかけられる農家は少な
く、支援の継続により課題解決を図る必要がある。

4継続
　臭気・排水等に係る地域の生活環境への配慮は、
畜産経営にとって不可欠であり、引き続き対策を進め
ていく必要があることから、継続。

下水002 下水道推進対策（一般会計） 県土整備
部

下水環境
課

　市町村の下水道事業費補助（3～
5%）、農業集落排水事業費費補助
（1.8%）、浄化槽設置補助（個人設
置型:1/3または1/4、市町村設置
型:1/4または1/5）、浄化槽エコ補助金
（10万円/基）、流域関連公共下水道
排水設備工事費補助（市町村交付額の
1/2：ただし上限5万円）

汚水処理人口普及率 ％ 81.3 86.1 87.4 713,870 577,665 448,714

市町村下水道費補助　184,475千円（市町村単独下
水道への事業補助）
農業集落排水　119,422千円（7地区実施）
浄化槽対策　144,817千円（702基設置補助）

4継続

　公共下水道及び合併処理浄化槽整備へ補助を行
う「汚水処理施設整備費補助」を継続した。本県の汚
水処理人口普及率の全国順位はＨ30年度末37位
で、県民の約2割に汚水処理施設が普及しておらず、
継続して市町村の汚水処理施設の普及促進を援助
していく必要があるため、Ｒ2年度以降も制度の継続
が必要である。

4継続

　普及率目標に対し、実際の普及率が未だ低位のた
め、普及率向上施策は継続。各施策については、施
策の有効性を検証した上で、より効果的な実施方法
を検討する必要がある。

下水003 下水道推進対策（特別会計） 県土整備
部

下水環境
課

　流域下水道施設の維持管理、管渠、処
理場処理設備及び汚泥処理設備の建
設、場内整備工事、処理場周辺地域の
生活環境を改善するための道路整備

汚水処理人口普及率 ％ 81.3 86.1 87.4 7,040,757 6,570,279 5,511,838

流域下水道管理3,270,565千円
社会資本総合整備（下水）2,049,986千円
単独流域下水道建設72,595千円
流域下水道計画調査118,692千円

4継続

　流域下水道事業の経営健全化を図るため、県及び
市町村が負担する維持管理費及び資本費の制度改
正に向けて市町村と調整を進めている。また、Ｒ2年度
からの公営企業会計適用に向けて移行作業を進めて
いる。汚水処理人口普及率の目標値達成のため、市
町村と連携して今後も継続して事業を実施する必要
がある。

4継続

　汚水処理人口普及率向上のため、計画的に下水
道を管理･整備する必要があり、継続。公費負担のあ
り方や市町村が負担する資本費の制度改正について
は、早期に市町村と調整を進める。

②安全・安心な生活環境の保全に取り組みます。

環保010 土壌汚染対策 森林環境
部

環境保全
課

　土壌汚染対策法の周知徹底を行い、同
法の円滑な施行を図る。土壌･地下水汚
染事案が発生した場合には、県民の健康
被害を防止するという観点から、必要な環
境調査の実施、汚染原因者に対して対策
の実施を指導する。

地下水質環境基準達成率(特定有害物
質に限る） ％ 99.3 100.0 100.0 2,346 2,521 1,562

　法の周知や相談対応等により、111件の形質変更届の
審査・7件の区域指定及び2件の指定解除を行った。土
壌汚染事案について、県民の健康被害を防止するため、
地下水調査や事業者指導を行った。坂東工業団地周辺
土壌・地下水問題では、地下水モニタリングを実施した。

4継続

　今後も、県民の安全・安心な生活環境の保全のた
め、土壌汚染対策法の適切な施行事務を継続して実
施する必要がある。土壌汚染事案については、県民の
健康への影響・不安を払拭するため、地下水調査や
関係者協議等を行うことにより、事案の解決に向けて
引き続き取り組む必要がある。

4継続 　法令に基づき実施する調査・指導等により、県民の
生活環境を保全するための事業であり、継続。
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個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

環保012 地盤沈下対策 森林環境
部

環境保全
課

　毎年の地盤変動量を計測することで、県
内の地盤沈下の状況を明らかにする。
また、地盤沈下の主要因とされている地下
水採取の抑制に向けた啓発を行う。

年1cm以上の地盤沈下面積 ㎢ 2 前年度より減少 0 18,962 19,523 18,252

水準点134点、測量延長286kmの規模で一級水準測
量を実施した。
前年よりも沈下した水準点は110点、うち1点では1cm以
上沈下した。
一方、22点では隆起した。

4継続

　地盤沈下は過剰な地下水の採取によって生じるが、
一度起こると元には戻らない。県民の健康と生活環境
を守るための基礎的なデータを取得する事業であり、必
要不可欠である。

4継続
　地盤変動量の継続的な計測により地盤沈下の状況
を把握することは、地盤沈下防止対策に必要なことで
あり、継続。

環保013 大気保全推進 森林環境
部

環境保全
課

　大気汚染状況を常時監視(Ｈ29年度
現在22ヶ所で測定)し、その結果をリアルタ
イムで公開する。大気汚染物質について、
基準に照らし注意報等を発令し、県民の
健康被害防止を図る。

注意報等発令時の健康被害報告人数 人 0 0 0 82,406 82,716 76,205

光化学オキシダント注意報を発令した日が3日あり、健康
被害の報告はなかった。また、ＰＭ２．５注意報の発令
はなかった。
規定測定時間は、全ての測定局、測定項目において達
成した。

4継続

大気汚染状況の常時監視を行い、その結果をリアルタ
イムで公開している。また、光化学オキシダント注意報
やＰＭ２．５注意報を発令し、県民の健康被害の
防止を図るため継続することが必要である。

4継続 　大気汚染状況の常時監視により、県民の生活環境
を保全するための事業であり、継続。

畜産004 地域と調和した畜産環境確立 再掲 農政部 畜産課

　 畜産堆肥の利用促進を図るための普及
啓発と共に、悪臭の防止対策を進めるた
め脱臭装置等の導入費を補助する。ま
た、水質汚濁防止法及び県条例の排水
基準を遵守できるよう、排水の高度処理
装置等の導入費を補助する。

高度処理装置等の設置カ所 カ所 3 2 2 6,627 3,158 6,627

　畜産環境保全の推進を図るため、畜産農家等向けの
啓発資料を作成し、普及啓発を行った。また、水質汚濁
防止法に係る排水基準の遵守を進めるため、３地区の高
度処理装置の整備を支援し、排水対策の推進を図った。

4継続

　畜産環境周辺整備は地域の生活環境及び畜産経
営の安定に重要な取り組みである。しかし、非生産部
門の環境対策に十分な費用をかけられる農家は少な
く、支援の継続により課題解決を図る必要がある。

4継続
　臭気・排水等に係る地域の生活環境への配慮は、
畜産経営にとって不可欠であり、引き続き対策を進め
ていく必要があることから、継続。

③汚水処理人口普及率の向上に向けた効果的・効率的な取組を推進します。

下水002 下水道推進対策（一般会計） 再掲
県土整備
部

下水環境
課

　市町村の下水道事業費補助（3～
5%）、農業集落排水事業費費補助
（1.8%）、浄化槽設置補助（個人設
置型:1/3または1/4、市町村設置
型:1/4または1/5）、浄化槽エコ補助金
（10万円/基）、流域関連公共下水道
排水設備工事費補助（市町村交付額の
1/2：ただし上限5万円）

汚水処理人口普及率 ％ 81.3 86.1 87.4 713,870 577,665 448,714

　市町村下水道費補助　184,475千円（市町村単独
下水道への事業補助）、農業集落排水　119,422千
円（7地区実施）、浄化槽対策　144,817千円（702
基設置補助）

4継続

　公共下水道及び合併処理浄化槽整備へ補助を行
う「汚水処理施設整備費補助」を継続した。本県の汚
水処理人口普及率の全国順位はＨ30年度末37位
で、県民の約2割に汚水処理施設が普及しておらず、
継続して市町村の汚水処理施設の普及促進を援助
していく必要があるため、Ｒ2年度以降も制度の継続
が必要である。

4継続

　普及率目標に対し、実際の普及率が未だ低位のた
め、普及率向上施策は継続。各施策については、施
策の有効性を検証した上で、より効果的な実施方法
を検討する必要がある。

下水003 下水道推進対策（特別会計） 再掲
県土整備
部

下水環境
課

　流域下水道施設の維持管理、管渠、処
理場処理設備及び汚泥処理設備の建
設、場内整備工事、処理場周辺地域の
生活環境を改善するための道路整備

汚水処理人口普及率 ％ 81.3 86.1 87.4 7,040,757 6,570,279 5,511,838
　流域下水道管理3,270,565千円、社会資本総合整
備（下水）2,049,986千円、単独流域下水道建設
72,595千円、流域下水道計画調査118,692千円

4継続

　流域下水道事業の経営健全化を図るため、県及び
市町村が負担する維持管理費及び資本費の制度改
正に向けて市町村と調整を進めている。また、Ｒ2年度
からの公営企業会計適用に向けて移行作業を進めて
いる。汚水処理人口普及率の目標値達成のため、市
町村と連携して今後も継続して事業を実施する必要
がある。

4継続

　汚水処理人口普及率向上のため、計画的に下水
道を管理･整備する必要があり、継続。公費負担のあ
り方や市町村が負担する資本費の制度改正について
は、早期に市町村と調整を進める。

(3)里山・平地林・里の水辺の再生

①里山・平地林・里の水辺の再生に取り組みます。

緑化001 ぐんま緑の県民基金事業（森林ボラン
ティア支援）

再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　ぐんま緑の県民税を導入し、森林ボラン
ティアに関する幅広い情報の収集や提供、
技術向上のための研修の充実等を行うた
め、森林ボランティア関係情報の一元管理
と提供、講師派遣及びアドバイス等を実施
する。

森林ボランティア団体会員数 人 5,318 5,400 5,500 11,533 10,883 9,199

森林ボランティア支援センターを運営し、専用HP・メルマ
ガ・情報誌による情報発信、新規加入を促進するボラン
ティア体験会、安全講習会、作業器具の貸出し、ボラン
ティア交流会等を行い、森林ボランティア活動を支援した。
体験会3回 安全研修10回　作業器具貸出し72件　 交
流会1回

4継続

　県民自らが、森林や林業に関心を持ち、森林の必要
性について理解を深めることが重要であることから、森
林ボランティアに取り組む団体や活動機会を求める県
民等への支援を行い、本県の森林整備、保全につな
げていく必要がある。

4継続

　森林ボランティアは、森林の整備、保全を社会全体
で支えていく県民意識を醸成するために重要な役割を
担っているため継続。ボランティア会員数の更なる増加
に向け、引き続き情報提供や啓発を行っていく必要が
ある。

緑化003 緑化推進対策 再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　県植樹祭の開催や緑化運動ポスター、
緑化標語コンクールの実施、平地林整備
事業や企業参加の森づくり、巨樹古木保
全など様々な事業を実施し、身近な緑づく
りや緑化意識の普及啓発を推進する。社
会貢献として森林整備活動をしようとする
企業や団体と、自らの手ではなかなか整備
できない森林所有者の間を、県が橋渡しを
して森林を多くの手で守り育てる取り組み
を推進する。また、企業・団体をパートナー
として県有林の整備や保全を行う。

県植樹祭 人 1,100 1,000 1,000 5,472 5,546 5,304

　安中市みのりが丘パノラマパークで県植樹祭を開催。緑
化運動ポスター、緑化運動標語コンクールの実施や県緑
化推進委員会への補助等を通じ、緑化意識の啓発や身
近な緑づくりを推進した。企業との森林整備協定締結によ
り企業ボランティアによる森林整備を推進した。

4継続

  緑豊かで暮らしやすい環境づくりを推進するため、県
植樹祭をはじめとする緑化運動の推進や緑化技術の
普及啓発等を継続する必要がある。企業の森林ボラ
ンティア活動は、森林保全・整備の推進、地域活性
化、普及啓発など様々な社会的価値を創出しており、
引き続き支援活動等が必要である。

4継続 　幅広い県民に緑化運動の推進や技術の普及を図る
ことができる事業であり、継続。

緑化004 緑化センター運営 再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　緑化推進の拠点として、緑化技術の指
導や緑化思想の普及啓発及び森林環境
教育を実施するため、各種緑化講座等を
開催するとともに緑化相談の窓口である緑
の相談室を開設する。

定期開催講座受講者数の維持（過去3
カ年の平均） 人 1,485 2,158 2,158 14,293 14,333 13,766

　緑化推進の拠点として県民等を対象に緑化講座等を
開催するほか、緑の相談室を開設、緑化に関する知識普
及を図った。 　緑化講座等21回、受講者1,118人。付
随する平地林を活用し、小中学生等を対象に森林楽習
講座(森林環境教育)10回、367人。クビアカツヤカミキリ
被害対策研修会等2回、88人。

4継続

　緑化講座や森林楽習講座の開催、緑化相談室の
開設等に加え、クビアカツヤカミキリ被害対策研修会の
開催など、地域ニーズに対応した研修を実施した。本
県の緑化技術の普及指導や森林環境教育の拠点と
して、また、東毛地域の保健休養施設としての役割を
果たしていく必要がある。

4継続

　緑化講座等を開催し、森林・緑化に関する知識の
向上に寄与しており、継続。　研修、講座の内容充実
等を常に検討しながら来園者のニーズにこたえられる運
営をしていくこと。

(4)鳥獣対策

①野生鳥獣の保護及び適正管理に努めるとともに、侵入防止柵の設置等、効果的な被害対策を実施します。

林試003 自然環境保全研究 森林環境
部

林業試験
場

　野生鳥獣や自然生態系に関する研究を
行い、県民に豊かな自然環境を残すことを
目的とする。

自然環境保全を図るために研究成果の公
表 件 4 4 4 3,314 2,830 3,263

①シカの効率的な捕獲技術について確立し、県内外での
普及を図った。②ヤマビル対策について県内での普及を
図った。③新たな食害防止技術を発表し、実証試験を県
内各地で行った。

4継続

　高水準の鳥獣害が続いており、野生動物対策の研
究が必要である。特に、群馬県森林・林業基本計画
の目標を達成するため、ニホンジカをはじめとした対策
強化が必要となっているため継続。

4継続
　鳥獣被害は農業、林業関係者を中心に重要な問
題であり、野生動物対策の研究は必要であることから
継続。

自然006 指定管理鳥獣捕獲等事業 森林環境
部

自然環境
課

　Ｈ27年5月改正鳥獣法が施行され、自
然生態系等へ深刻な被害を与えているシ
カ・イノシシについては「指定管理鳥獣捕獲
等事業」として県が捕獲ができることとなっ
たため、自然環境を保全すべき地域で、か
つ、鳥獣保護区のエリア等において、個体
数調整を実施する。

シカ捕獲頭数 頭 415 415 0 53,230 53,230 47,444

　シカは捕獲目標を達成したが、個別地区ごとの目標では
神津地区で捕獲目標を達成できなかった。イノシシは捕獲
目標を達成できなかった。シカ、イノシシとも捕獲頭数は、
事業開始後で最高となった。

3拡充

一部事業区域で、生息頭数の減少が確認されるなど
効果が現れてきているが、尾瀬国立公園では、シカに
よる自然生態系への影響が著しい。今後は、尾瀬国
立公園などで事業の充実を図っていく。

4継続

　自然環境を保全するため継続して個体数調整を行
うことが必要。事業の拡充については、既存事業の見
直しや効果の検証を十分行った上で実施する必要が
ある。

技支005 鳥獣被害対策 農政部 技術支援
課

　被害軽減を図るため、国交付金及び県
単事業を活用して、地域が主体となった被
害対策の取組を支援する。また、鳥獣被
害対策支援センターを中心に、有害鳥獣
の計画的な捕獲を推進するとともに、被害
対策技術の普及や人材育成、調査研究
を進める。

野生鳥獣による農作物被害額 千円 284,887 273,500 250,000 366,676 377,674 233,475

　国交付金事業：捕獲・被害防除等25市町村、侵入
防止柵整備２市町村、県単事業：有害鳥獣対策33
市町村、北関東磐越6県協議会：WG2回、隣接県会
議（栃木、埼玉）、日獣医大連携、ニホンジカ・イノシ
シ・ツキノワグマ適正管理計画一部改定・カワウ適正管理
計画第二期計画策定・シカ生息調査30か所・カモシカ生
息調査７か所・カワウ調査11か所・シカ捕獲実証3か所・
発信器装着支援19回・集落づくり支援8地区・人材育成
22回823人・鳥獣被害対策本部2回

4継続

　 H30年度の野生鳥獣による農林業被害額は、
H21年度からの10年間で最も少なくなっており、被害
対策に取り組んできた地域を中心にその効果が現れて
きている。一方では、新たな地域で被害が発生してきて
いることから、市町村の被害防止計画に基づく地域の
主体的な取組を支援するとともに、捕獲の一層の強化
に取り組むなど、引き続き総合的な対策を実施する。

4継続

　農林業被害額については過去10年間で最も少な
く、事業効果が現れているが、依然として県内各地、
特に新たな地域で野生鳥獣による被害が発生してお
り、被害額の目標も達成できていないことから、鳥獣被
害対策支援センターを核とした事業を継続して実施す
る必要がある。

文財009 特別天然記念物カモシカ食害対策調査 教育委員
会

文化財保
護課

　カモシカ保護地域及び周辺地域におい
て、カモシカの生態や食害等の調査を行
う。食害が深刻な嬬恋村においては、加害
実態把握のための調査を実施する。

カモシカ調査(越後日光三国山系及び関
東山地)の実施回数(調査延べ日数/人
数)

日/人 56日/107人 42日/84人 42日/84人 3,974 2,305 3,900

　カモシカ調査員を委嘱し、中之条町・みなかみ町・沼田
市・片品村・上野村において、カモシカの生息状況等の調
査を行った。　さらに、嬬恋村において、カモシカ等の食害
調査及び普及啓発活動を行った。

4継続
　特別天然記念物であるカモシカを保護していくため、
生態調査や食害調査を継続して実施していくことが不
可欠である。

4継続 　特別天然記念物のカモシカの保護のため、生息状況
等の調査や食害調査を実施するものであり、継続。

河川006 河川の維持管理 県土整備
部 河川課

　河川除草作業の自治会委託、除草伐
木、鳥獣被害軽減のための伐木、流下の
妨げとなる堆積土の除去

除草面積 ha 739 726 750 654,700 860,700 713,778

　自治会除草については、環境保全や地域活動の促進に
もつながっており、団体数も過去最大を更新した。河道内
の維持管理については、昨年同様、住民参加の「公募伐
木」を実施したほか、民間活力を利用した「堆積土除去」
事業を実施し、コスト縮減を図った。

4継続

　平成30年7月豪雨では、樹木繁茂・土砂堆積によ
り流下阻害等を起こし、甚大な氾濫被害の一因となっ
た。県民の安全・安心な暮らしの実現には、適切な維
持管理が不可欠であることから継続する必要がある。
実施にあたり、「防災・減災、国土強靱化のための３か
年緊急対策」交付金や「緊急自然災害防止対策事
業債」を活用するとともに、自治会による除草委託や
住民参加の「公募伐木」、「伐採材の無償配布」を積
極的に実施し、コスト縮減に努めた。

4継続

　除草や伐木、堆積土の除去などによる河川の適正な
管理は、災害の発生防止のためにも必要な事業であ
り、継続。国の３か年の緊急対策等を活用する。ま
た、公募伐木による伐木については、積極的に活用を
図っていく必要がある。
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個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

施策２　低炭素・循環型社会づくり

【目的】生活の豊かさの実感と温室効果ガスの削減が両立する低炭素社会の実現、廃棄物の適正処理と資源の循環が確立した循環型社会の構築に向け、環境整備を進めます。

(1)家庭の省エネルギー行動の普及啓発

①家庭や地域における省エネルギー行動を促進します。

環政002 地球温暖化対策実行計画推進 森林環境
部

環境政策
課

　Ｈ23年3月に策定した「群馬県地球温
暖化対策実行計画」の着実な推進を図る
ため、「群馬県地球温暖化対策推進会
議」を開催し、計画の進行管理を行う。
※H27年3月に目標値を見直し

温室効果ガス排出量 千t-CO2 R3年3月
把握予定 17,658 17,461 899 3,381 725

　群馬県地球温暖化対策実行計画推進部会開催（1
回）
　県内温室効果ガス排出量算定のための簡易推計データ
補正についての業務委託

4継続

　「群馬県地球温暖化対策実行計画」の目標達成に
向けて、省エネ対策(事業者向けに温室効果ｶﾞｽ排出
削減計画等の提出、環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの導入促
進)、省資源対策等の9つの重点施策を中心に対策に
取り組んでいく必要がある。
2020年目標に対し、進捗率の管理を進める。

4継続 　温室効果ガス排出量の削減目標達成に向け、計画
の進捗管理、施策の検証等は必要であり、継続。

環政005 家庭の節電・省エネ推進プロジェクト 森林環境
部

環境政策
課

　電力需給問題を契機として、家庭におけ
る温暖化対策を強力に推進するため、県・
市町村が連携して「家庭の節電・省エネ推
進プロジェクト」を推進する。

家庭部門の二酸化炭素排出量 千t-CO2 R3年3月
把握予定 2,728 2,652 1,700 2,048 1,362

　出前講座開催（22回）  ｸｰﾙｼｪｱ(230施設)提供に
よる家庭の節電
  家庭でできる温暖化防止行動に関するﾘｰﾌﾚｯﾄ作成・配
付

4継続

　本県における家庭部門の温室効果ガス排出量は増
加傾向にある。国においては「パリ協定」における目標を
達成するため、家庭部門の対策を強化する方針であ
り、本県でも家庭部門の取組を引き続き推進していく
必要がある。

4継続

　家庭における県民一人一人の取り組みを促すための
普及啓発で、家庭部門における温室効果ガス排出削
減に向けた取り組みとして継続。効果の検証を行いな
がら、より効果的な普及啓発を進めていくことが重要。

環政011 地球温暖化防止地域活動推進 森林環境
部

環境政策
課

　「地球温暖化対策の推進に関する法
律」に基づき「地球温暖化防止活動推進
員」の委嘱を行うとともに、推進員の地域に
おける活動を支援。　また、県内5地区に
「地球温暖化対策地域協議会」を設置
し、温暖化防止活動を実施。

家庭部門の二酸化炭素排出量 千t-CO2 R3年3月
把握予定 2,728 2,652 1,437 1,704 1,183

　地球温暖化防止活動推進員の活動支援（138名）
　地域別研修会の開催（6回）
　「推進員ニュース」の発行（3回）

4継続

　家庭部門の温暖化対策の強化が求められる中、「地
球温暖化防止活動推進員」は、地域における温暖化
対策活動（自治会、町内会でのパンフレット配布、所
属団体での節電研修の講師など）を行っている。今
後、その役割はますます重要となってくることから、引き
続き支援を継続していく必要がある。

4継続
　法律に基づいて設置する「地球温暖化防止活動推
進員」が地域で十分な温暖化対策活動を行うための
事業であり、継続。

交通016 産業集積や農畜産物流通の促進支援 県土整備
部

交通政策
課

　農山漁村地域整備、土地区画整理事
業負担金などによる道路拡幅、バイパス整
備などを実施する。

農道事業の開通 箇所 0 0 1 7,723,056 10,340,703 11,644,078
①榛名南麓2期工区の整備を推進した。②国道122号
（西部第一中地区）などの整備を推進した。③一般県
道南新井前橋線2期工区の整備を推進した。

4継続

　農道（榛名南麓2期工区）や一般県道南新井前
橋線（2期工区）などを整備することにより、農業生
産の効率化や物流コストの削減が図られることから、引
き続き整備する必要がある。

4継続 　産業集積や農林業の振興を図るため、県内道路網
の計画的な整備が必要であり継続。

道管014 安全な自転車利用の環境整備 再掲
県土整備
部

道路管理
課

　歩行者と自転車、自転車と自動車の関
係する事故を防止するとともに、自転車が
安心して通行できる事で自動車利用から
転換を促進するため、自転車通行空間の
整備を実施する。

自転車通行環境整備路線の整備率 ％ 45 55 70 223,000 307,000 60,726 （主）高崎渋川線ほか市道も含めて7路線でモデル整
備を実施した。 4継続

　県内の道路は、幅員構成や沿道状況、交通量など
が違うことで多様な道路形態となっているため、様々な
形態に応じて進めてきた整備の効果を検証し、平成
31年3月に群馬県自転車活用推進計画を策定し
た。今後は、安全で快適な自転車通行空間の創出に
向け、計画的に推進計画に基づき、整備を推進してい
く必要がある。

4継続  自転車・自動車・歩行者が互いに安全に通行ができ
る道路環境を整備する必要があるため、継続。

(2)事業者の温室効果ガス排出抑制

①事業者による省エネ診断や省エネ改修などの取組を支援します。

環政004 環境ＧＳ等事業者対策推進 森林環境
部

環境政策
課

①温室効果ガスの削減を図るため、中小
事業者でも取り組みやすい本県独自の環
境マネジメントシステムとして、環境ＧＳ認
定制度の運用と普及拡大を図る。②「Ｊ-
クレジット制度」等の普及推進を図るため、
関係者による会議及び説明会を開催。

環境ＧＳ認定等事業者数
(環境GS+EA21+ISO) 事業者 3,122 4,040 4,520 8,256 7,997 6,835

　環境ＧＳ認定事業者数　2,548。認定事業者支援
（情報誌発行3回、研修会開催2回、省エネ技術セミ
ナー開催3回、推進員派遣7件、省エネ診断3件、エコド
ライブ支援11件など）。

4継続

　環境ＧＳ認定制度等の環境マネジメントシステムの
普及は、産業・業務部門の省エネ・省CO2を図るため
の重点施策であり、引き続き認定事業者の拡大に取
り組んでいく必要がある。

4継続

　環境対策に自主的に取り組む事業者を認定する制
度であり、産業部門における温室効果ガス排出削減に
向けた取り組みとして継続。認定事業者数が減少して
いることから、目標達成に向けた方策について検討が必
要。

農構004 はばたけ「ぐんまの担い手」支援 再掲 農政部 農業構造
政策課

　本県農業の構造改革を加速化するた
め、認定農業者、新規就農者、企業参入
など意欲ある担い手育成に特化した補助
事業による支援を行う。

農業法人数 経営体 775 725 790 66,000 66,000 69,167

　県単事業で18市町村52経営体が行う農業用機械・
施設の整備に対して支援を行い、本県農業の将来を担う
力強い経営体を育成した。（※決算額は前年度繰越を
含み、次年度繰越を含まない）

4継続

  認定農業者等の意欲ある担い手の育成、新規就農
者等新たな担い手の確保、経営の多角化や法人化を
進める経営体など本県農業の将来を担う力強い経営
体を育成することは重要であるため継続する。

4継続

　本県農業の将来を担う強い経営体の育成は重要で
あり、継続。上限額を国庫よりも引き下げるなど必要に
応じて見直しを行っており、今後も継続して内容や要
件を見直していく必要がある。

②自動車からの温室効果ガス排出を抑制するための取組を推進します。

環政006 次世代自動車等対策推進 森林環境
部

環境政策
課

①「県電気自動車等普及推進連絡協議
会」の運営・普及推進、②事業者団体等
で構成される「エコドライブ推進協議会」に
参加し、県内におけるエコドライブの普及を
推進、③「県燃料電池自動車普及促進
協議会」の運営・普及推進。

運輸部門の温室効果ガス排出量 千t-CO2 R3年3月
把握予定 4,433 4,350 437 465 308

①ＥＶ展示試乗会（2回）、②セミナー・イベント開催
（1回）、③県燃料電池自動車普及促進協議会開催
(1回)・試乗会開催(1回)

4継続

　全国でもトップクラスの自動車社会といわれる本県の
運輸部門に対しての温暖化対策として、環境に対する
負荷の少ない電気自動車を始めとする次世代自動車
の普及、エコドライブの普及推進は欠かせない。そのた
め、更なる普及啓発活動の推進が必要である。協議
会において自動車ﾒｰｶー、市町村と意見交換をして次
なる方針等を検討する。

4継続

　自動車社会である本県にとって、運輸部門における
温室効果ガス排出削減に向けた取り組みは重要であ
り、継続。業界・関係団体・市町村等と連携して対策
を進めることが重要。

③県有施設の省エネ化推進とともに、事務・事業上のエネルギー使用削減を図ります。

環政012 温暖化対策率先実行 森林環境
部

環境政策
課

　県有施設における温室効果ガス排出削
減と経費削減を図るため、省エネ改修を計
画的に実施する。　また県有施設への
ESCO事業導入や公用車のエコカー更新
に率先して取り組み、省エネルギーと温室
効果ガス排出削減を推進する。

温室効果ガス排出量 千t-CO2 R3年3月
把握予定 124 121 19,543 14,801 13,758

①ＥＳＣＯ事業提案公募（県立館林美術館)、②省
エネ改修(高効率照明他;4施設)、③エコカー導入 （Ｈ
Ｖ車7台、天然ガス車及びクリーンディーゼル車0台、低燃
費低排出ガス車31台）

4継続

　群馬県温暖化対策実行計画（事務事業編）の目
標達成のためには、今後、更なる対策の強化が必要で
あり、県有施設の省エネ改修の計画的な実施、また
ESCO事業導入や公用車のエコカー更新などに率先し
て取り組む必要がある。

4継続

　温室効果ガス排出削減に向けた県としての取り組み
は必要であり、継続。県有施設の省エネ改修やエコ
カー導入、ESCO事業導入など、費用対効果の十分
な検討を行った上で、計画性を持って進めていく必要が
ある。

道管009 道路照明のＬＥＤ化推進 廃止
県土整備
部

道路管理
課

　歩行者や自動車等の安全や事故を防
止する道路照明を全てＬＥＤ電球に変
更することで、省電力と長寿命化を図る。

道路照明のＬＥＤ化率 ％ 40 57 70 15,000 700,000 19,920

　Ｈ30年度は、橋梁部分の約30灯の道路照明のＬＥ
Ｄ化を進めた。「道路照明の省エネ・長寿命化計画」のＨ
30年度の目標値である進捗率57%を17%下回ったが、
令和元年に全ての照明がLEDとなるよう計画を見直した。

1廃止･休
止・終了

　「道路照明の省エネ・長寿命化計画」のＨ30年度の
目標値である進捗率57%を達成できていないが、令
和元年度中に全灯LED化の予定である。ＬＥＤ化に
より電気代が削減できる。

1廃止･休
止・終了

　全灯ＬＥＤ化という事業目的を達成できる予定であ
り、事業終了。

(3)森林等の二酸化炭素吸収量の確保

①二酸化炭素吸収源としての役割を担う森林等の適切な整備・保全を推進します。

緑化009
ぐんま緑の県民基金事業（森林ボラン
ティア支援、森林環境教育指導者養成
を除く）

再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　ぐんま緑の県民税を導入し、奥山等立
地条件が悪く、適正な管理ができず、公益
的機能を維持・発揮できない森林を整備

水源地域等の森林整備面積 ha 972 790 660 1,720,262 1,716,760 1,756,978

　水源地域等の森林整備については、先行した森林所有
者特定等の調査箇所の森林整備を促進した結果、目標
面積を大幅に上回る972ｈａの実績となった。市町村提
案型事業については、周知等行った結果、１次募集で全
市町村から計画書の提出があり予算に達したが、額の確
定で不用額が生じ、約2億2千万円の実績となった。

4継続
　豊かな水を育み、災害に強い森林づくりと、里山・平
地林等の森林環境を改善し、安全・安心な生活環境
を創造するため、今後も継続した実施が必要である。

4継続
　条件不利地での森林整備をはじめ、基金を活用した
地域での取組が一層広がるよう、引き続き取り組む必
要があるため継続。

林政008 間伐等森林整備 再掲
森林環境
部 林政課

　森林所有者等が実施する間伐・除伐等
に対して支援するほか、林業経営の成り立
たない条件不利地の森林や、保安林等公
益上特に重要な森林に対して間伐等森
林整備を実施する。

間伐等森林整備面積 ha 2,286 3,300 3,500 1,615,123 1,632,037 1,196,794

　森林が有する多面的にわたる公益的機能を持続的に発
揮させるため、森林所有者等が実施する間伐等に対して
支援及び条件不利地や保安林等公益上特に重要な森
林に対して間伐等森林整備を実施した。

4継続 　森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるた
め、今後も間伐等森林整備を推進する必要がある。 4継続

　森林が有する水源涵養機能や土砂災害等を防止
する国土保全機能、洪水調整機能などの公益的機
能が持続的に発揮されていくためにも、間伐等を通じた
適正な森林整備を行っていく必要があり、継続。

林試004 木材加工試験 森林環境
部

林業試験
場

　県産材の強度性能把握、乾燥方法の
改良やコストダウン、高次加工のための材
料性能把握、及び土木用途における技術
開発や維持管理方法の確立などを行い、
県産材需要拡大を目指す。

県産材の利用技術開発及び新たな材料
開発 件 5 5 5 5,126 5,801 3,341

　実大材を用いて大型木造建築用部材の強度性能の影
響を把握した。スギ2×4部材の実用化に向けた試験を
行った。尾瀬に使用するため高耐久性木道の開発を行っ
た。県産カラマツの材質特性を把握した。心去り平角の製
材、乾燥方法を検証した。

4継続

　県産材の需要拡大に直結する技術等の研究である
ため継続。　開発した技術、製品を普及することも重
要な取り組みであるので、関係機関と協力し進めてい
く。

4継続
　新規試験機の設置工事に伴い依頼試験件数は減
少したが、県産材の需要拡大のための技術等の研究
であることから、継続。

②持続的な森林整備を促進するために、公共建築物等における県産材利用を推進します。

林振005 林業・木材産業振興 森林環境
部

林業振興
課

　群馬県森林・林業基本計画の着実な
推進を図るため、木材の生産、流通、加
工に係る機械や施設整備等及び県産材
の需要拡大のための対策に対して助成を
行う。

素材生産量 千㎥ 365 380 400 150,823 449,350 99,992

（構造）・高性能林業機械の整備　３台  ・林業機械
リース支援　５台・高性能林業機械の改良・整備等　３
件ほか　（振興）親と子の木工広場開催９箇所・安定
供給協定に基づく原木直送量20,000m3・県産２×４
材の出荷量2,039m3ほか

4継続

　本事業は、群馬県森林・林業基本計画で定める素
材生産量４０万m3の目標達成のため、川上の効率
的かつ安定的な原木供給と、川中における加工・流通
体制の強化、川下の木材利用推進と需要開拓に必
要な支援を行うものであり、県産木材の生産及び需要
拡大対策として、継続的な予算措置が必要である。

５継続
（見直し
あり）

　高性能林業機械への整備補助に対する県継足は、
国による経済対策基金が終了した平成29年度以降
の激変緩和措置として実施している。生産性向上に
向けた支援は引き続き必要であるが、これまでの効果
を十分検証し、県継足については廃止を含めた見直し
を検討。
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個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
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（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

林振007 ぐんまの木で家づくり支援 森林環境
部

林業振興
課

　ぐんま優良木材を使用し県産材住宅を
建設する施主に対し、木材相当経費の一
部を補助

ぐんま優良木造住宅建築累計戸数 戸 8,165 8,820 10,000 300,000 279,400 246,566 ・構造材補助　772戸　234,550千円・内装材補助
52戸　5,996千円・事務費（委託料等） 6,020千円

５継続
（見直し
あり）

　本県の林業振興のため、県産木材を活用する事業
は重要であり、引き続き予算措置が必要であるが、本
事業の実施は、「森林・林業基本計画」の目標年であ
る平成３１年度までとなっているので、制度の見直しを
検討する。

５継続
（見直し
あり）

　これまでの事業の効果を十分検証するとともに、県産
材の需要拡大に向け、補助制度に依存しない取組を
検討すること。

(4)循環型社会づくり

①ごみの発生抑制・製品等の再使用の取組の拡大・強化により、資源ロスを削減します。

廃リ002 循環型社会づくり推進対策 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

　３Ｒの推進に向けて県民への普及啓発
を図るとともに、市町村・関係団体等と協
働で３R推進施策を調査検討、導入促
進を図る。

1人1日当たりごみ排出量 ｇ R2.4に把握 936 913 1,740 4,615 1,365

　「ぐんま３R宣言」や「みんなのごみ減量フォーラム」等によ
り県民への普及・啓発を図った。また、市町村に対し実態
調査の分析結果や全国での取組等の情報提供を行い、
施策の実施を支援した。

4継続

　ごみ減量化については、徐々に成果が出始めている
ものの、全国的に見ると依然として低位にとどまってい
る。かかる状況を早期に脱却するため、「ぐんま３R推
進会議」などを通じて、有益な情報を提供することによ
り市町村の取組を支援するとともに、より一層のごみ減
量に向け県民への普及啓発の取組を広く積極的に
行っていく必要がある。

4継続

　二次計画（H28～R1）の推進、ごみ減量化のため
の普及啓発であり、継続。事業者、市町村等と連携し
ながら、より効果的な普及啓発を進めていくことが重
要。

環政005 家庭の節電・省エネ推進プロジェクト 再掲
森林環境
部

環境政策
課

　電力需給問題を契機として、家庭におけ
る温暖化対策を強力に推進するため、県・
市町村が連携して「家庭の節電・省エネ推
進プロジェクト」を推進する。

家庭部門の二酸化炭素排出量 千t-CO2 R3年3月
把握予定 2,728 2,652 1,700 2,048 1,362

　出前講座開催（22回）  ｸｰﾙｼｪｱ(230施設)提供に
よる家庭の節電
  家庭でできる温暖化防止行動に関するﾘｰﾌﾚｯﾄ作成・配
付

4継続

　本県における家庭部門の温室効果ガス排出量は増
加傾向にある。国においては「パリ協定」における目標を
達成するため、家庭部門の対策を強化する方針であ
り、本県でも家庭部門の取組を引き続き推進していく
必要がある。

4継続

　家庭における県民一人一人の取り組みを促すための
普及啓発で、家庭部門における温室効果ガス排出削
減に向けた取り組みとして継続。効果の検証を行いな
がら、より効果的な普及啓発を進めていくことが重要。

②循環資源の量の確保と質の高い資源の循環的利用を確立します。

廃リ003 自動車リサイクル法等対応 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

①自動車リサイクル法の登録や許可（更
新）を行うほか、事業者への立入検査を
行う。②家電、小型家電、パソコン、容器
包装等のリサイクルの促進を図る。

自動車リサイクル法の立入検査実施数 件 158 130 130 2,613 2,662 1,873

　自動車リサイクル法の新規及び更新に係る登録・許可
事務及び事前協議事務を適正に実施した。登録・許可
業者に立入検査を実施し、適正処理を推進するため事
業者指導を行った。家電等のリサイクルの推進、回収率向
上のため情報提供等市町村の支援を行った。

4継続

　自動車リサイクル法に基づく登録・許可・立入等の事
務であり、今後も適正な自動車リサイクルのために必要
な業務である。また、循環型社会づくりのために、家電
等のリサイクルを一層推進していく必要がある。

4継続
　法令に基づく登録・許可事務や立入検査等により、
事業者の適正処理を推進するための事業であり、継
続。

③廃棄物の適正処理を推進します。

廃リ007 産業廃棄物情報基盤整備 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

　産業廃棄物相談員による排出事業者へ
の立入指導を実施するとともに、産業廃棄
物に関する情報の提供を行う。

排出事業所立入調査件数 件 406 400 400 7,260 7,212 4,913
　産業廃棄物相談員の立入調査を406件実施するととも
に、廃棄物処理法改正情報等について、ホームページ「産
業廃棄物情報」を通じて情報提供を行った。

4継続

　排出事業者の処理責任の明確化の流れを受け、引
き続き、排出事業者が必要な法令等改正情報や各
種資料等を効率的に取得できるよう、立入指導及び
情報提供を積極的に行う必要がある。

4継続
　産業廃棄物の排出者や処理業者等への立入指導
や情報提供により、事業者の適切な管理・運営を促す
ための取り組みであり、継続。

廃リ008 不法投棄等監視指導 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

　職員及び産廃Gメンによる監視指導や民
間警備会社へ委託しての休日等監視を
行うほか、県警ヘリによる空からの監視など
関係機関、市町村等と連携協力して、廃
棄物適正処理を推進する。

不法投棄原状回復率 ％ 64 50 50 28,954 28,945 27,847

  産廃Gメンによる監視指導（延べ約1,440人日、
6,753箇所）
　民間警備会社委託による休日等監視（140日／年、
延べ1,545箇所）
　市町村職員の県職員併任発令（33／33市町村、合
計104人）

4継続

　不適正処理事案の新規認知件数は、ここ数年は年
間50件前後で推移しているが、依然として後を絶たな
い状況が続いている。過去の事例に見られるように、不
適正処理の原状回復には多額の公費を要するため、
引き続き、警察、市町村等関係機関と連携して、未
然防止・早期発見・早期解決に取り組む必要がある。

4継続
　不法投棄等の未然防止・早期発見のための日常的
な監視活動により、良好な生活環境を保全するための
事業であり、継続。

廃リ010 土砂埋立て適正化推進 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

　県土砂条例を適切に運用するとともに、
県土砂条例の規制が及ばない埋立て事
案に対応するため、市町村土砂条例の制
定促進に取り組む。

立入検査件数 件 121 120 120 490 490 82

　H30年度特定事業許可件数　 （許可5件　変更許
可4件）
　H30年度末土砂条例制定市町村　 （25市町村）
　　　※H30制定市町村：太田市、高山村、川場村

4継続

　建設工事に伴い排出された土砂等による埋立て等
について、必要な規制を行うことにより、埋立て等事業
の適正化を図り、生活環境の保全及び県民の安全を
図る必要がある。県条例の規制が及ばない埋立て事
案に対応するため、地域の実情に応じた市町村条例
の制定促進に取り組む必要がある。

4継続

　条例に基づき実施する許可審査・立入検査等によ
り、良好な生活環境を保全するための事業であり、継
続。県条例の規制が及ばない事案に対応するため、引
き続き、市町村条例の制定を促していく必要がある。

④災害廃棄物処理体制を構築します。

廃リ012 災害廃棄物処理対策 森林環境
部

廃棄物・リ
サイクル課

　災害により発生した廃棄物の迅速な処
理に向けた、広域処理を含めた体制の構
築

市町村における災害廃棄物処理計画の
策定数 団体 4 8 12 212 257 171

　各市町村における災害廃棄物処理計画の策定支援と
して、市町村担当者向け研修会及び机上演習会を開催
した。計画策定に向けた進捗状況や廃棄物処理施設の
災害対策の状況を調査した上で、県で作成した策定マ
ニュアル・モデル計画を活用して、できる限り早期に計画策
定に着手するよう促した。

4継続

　被災市町村における災害廃棄物処理が適正かつ円
滑・迅速に実施されるため、県内市町村の災害廃棄
物処理計画の策定支援を引き続き行う。また、県の計
画についても、新たな知見や技術を取り入れ、また、災
害廃棄物の処理における関係者相互の連携がより円
滑に進むよう随時見直しを行い、計画の実効性をより
高めて行く必要がある。

4継続 　県内市町村との連携を強化し、計画の実効性を高
めていく必要があるため、継続。

(5)環境教育の推進

①体験的な環境学習の機会の提供を拡充します。

環政001 県民運動推進 森林環境
部

環境政策
課

　環境学習の総合窓口として「環境サポー
トセンター」を設置し、学校における「動く環
境教室」の実施や地域での活動の推進役
となる人材の養成、企業等が提供する「体
験の機会の場」に係る情報発信など、環
境学習を総合的に支援する。

「動く環境教室」受講者数 人 125,315 124,000 129,000 13,634 10,806 11,878

　「動く環境教室」は年間87件実施し、のべ5,383人が
参加した。環境サポートセンターでは引き続き、環境アドバ
イザーの登録やこどもエコクラブへの情報提供、相互交流
等の支援を行った。環境ボランティアを育成するため「ぐんま
環境学校」（エコカレッジ）を開講し、26名が修了した。

4継続

　こどもに対する体験型の環境学習プログラムの提供・
こどもエコクラブへの支援、及び地域における環境学習
の中核となる人材の育成・支援は環境意識の向上を
図る上で重要であり、今後も継続して実施する。環境
学習の窓口である環境サポートセンターの運営、環境
アドバイザーへの支援についても継続して実施すること
が必要である。

4継続

　「動く環境教室」の参加人数は増加傾向で、児童生
徒に向けた体験型の環境教育の実施は重要であり、
環境教育の中核となる環境アドバイザーへの支援は必
要であることから、継続。

緑化003 緑化推進対策 再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　県植樹祭の開催や緑化運動ポスター、
緑化標語コンクールの実施、平地林整備
事業や企業参加の森づくり、巨樹古木保
全など様々な事業を実施し、身近な緑づく
りや緑化意識の普及啓発を推進する。社
会貢献として森林整備活動をしようとする
企業や団体と、自らの手ではなかなか整備
できない森林所有者の間を、県が橋渡しを
して森林を多くの手で守り育てる取り組み
を推進する。また、企業・団体をパートナー
として県有林の整備や保全を行う。

県植樹祭 人 1,100 1,000 1,000 5,472 5,546 5,304

　安中市みのりが丘パノラマパークで県植樹祭を開催。緑
化運動ポスター、緑化運動標語コンクールの実施や県緑
化推進委員会への補助等を通じ、緑化意識の啓発や身
近な緑づくりを推進した。企業との森林整備協定締結によ
り企業ボランティアによる森林整備を推進した。

4継続

  緑豊かで暮らしやすい環境づくりを推進するため、県
植樹祭をはじめとする緑化運動の推進や緑化技術の
普及啓発等を継続する必要がある。企業の森林ボラ
ンティア活動は、森林保全・整備の推進、地域活性
化、普及啓発など様々な社会的価値を創出しており、
引き続き支援活動等が必要である。

4継続 　幅広い県民に緑化運動の推進や技術の普及を図る
ことができる事業であり、継続。

緑化004 緑化センター運営 再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　緑化推進の拠点として、緑化技術の指
導や緑化思想の普及啓発及び森林環境
教育を実施するため、各種緑化講座等を
開催するとともに緑化相談の窓口である緑
の相談室を開設する。

定期開催講座受講者数の維持（過去3
カ年の平均） 人 1,485 2,158 2,158 14,293 14,333 13,766

　緑化推進の拠点として県民等を対象に緑化講座等を
開催するほか、緑の相談室を開設、緑化に関する知識普
及を図った。 　緑化講座等21回、受講者1,118人。付
随する平地林を活用し、小中学生等を対象に森林楽習
講座(森林環境教育)10回、367人。クビアカツヤカミキリ
被害対策研修会等2回、88人。

4継続

　緑化講座や森林楽習講座の開催、緑化相談室の
開設等に加え、クビアカツヤカミキリ被害対策研修会の
開催など、地域ニーズに対応した研修を実施した。本
県の緑化技術の普及指導や森林環境教育の拠点と
して、また、東毛地域の保健休養施設としての役割を
果たしていく必要がある。

4継続

　緑化講座等を開催し、森林・緑化に関する知識の
向上に寄与しており、継続。　研修、講座の内容充実
等を常に検討しながら来園者のニーズにこたえられる運
営をしていくこと。

緑化005 森林環境教育推進 森林環境
部

緑化推進
課

　森林など緑とふれあう様々な体験活動を
通じて、人々の生活や環境と森林との関
係について理解と関心を深めるため、緑の
少年団活動の支援や森林公園等での体
験イベントなどを実施。

フォレストリースクール 人 2,805 5,200 5,200 6,352 6,349 6,230

　緑の少年団活動を活性化するため、運営費・活動費を
助成。運営費317団、活動費26団。
学校への講師派遣を行うフォレストリースクール等を通じ、
森林・林業に係る体験活動・学習機会を提供。フォレスト
リースクール50校、73回。参加者のべ2,805人。

4継続

　フォレストリースクール受講者数は、平成25年度以降
約3000人と高い水準で推移している。緑の少年団数
は、317団と全国１位を維持している。次世代を担う
子供達や一般県民が森林や林業の重要性について
学び、理解を深めてもらうことは、森林環境行政を進め
るうえで極めて重要であることから、引き続き事業を実
施する必要がある。

4継続
　緑の少年団活動やフォレストリースクール等により、子
どもたちに森林や環境に対する理解を深めてもらうため
の事業であり、継続。

緑化007 森林学習センター運営 森林環境
部

緑化推進
課

　自然講座、森林観察会、森であそぼう
森で学ぼう教室等、県民向け行事を開催
するとともに、森林環境教育事業及び森
林ボランティア支援のための拠点としての活
用を図る。

来園者数 人 12,442 12,500 13,000 10,963 13,216 7,747

　自然講座等を実施し、県民の森林林業に対する理解
向上に努めた（自然講座6回、森林観察会9回、森であ
そぼう森で学ぼう教室8回）。森林環境教育事業、森林
ボランティア支援の拠点として活用を図った。

4継続

　各種行事を実施した結果、来園者数はおおむね目
標を達成した。 森林体験行事の開催や展示機能、
研修フィールド・保健休養機会の提供、森林環境教
育事業・森林ボランティア支援の拠点活動などにより、
県民の森林・林業に対する理解の向上を図ることは重
要である。

4継続
　来園者は目標数を若干下回ったが、森林や自然に
関する知識・技術の習得、大切さを啓発するための拠
点として、一定の役割を果たしていることから、継続。
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個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

②環境に関心を持ち、行動に移せる人を増やすため、地域の指導者を育成します。

環政004 環境ＧＳ等事業者対策推進 再掲
森林環境
部

環境政策
課

①温室効果ガスの削減を図るため、中小
事業者でも取り組みやすい本県独自の環
境マネジメントシステムとして、環境ＧＳ認
定制度の運用と普及拡大を図る。②「Ｊ-
クレジット制度」等の普及推進を図るため、
関係者による会議及び説明会を開催。

環境ＧＳ認定等事業者数
(環境GS+EA21+ISO) 事業者 3,122 4,040 4,520 8,256 7,997 6,835

　①環境ＧＳ認定事業者数　2,548。認定事業者支援
（情報誌発行3回、研修会開催2回、省エネ技術セミ
ナー開催3回、推進員派遣7件、省エネ診断3件、エコド
ライブ支援11件など）。

4継続

　環境ＧＳ認定制度等の環境マネジメントシステムの
普及は、産業・業務部門の省エネ・省CO2を図るため
の重点施策であり、引き続き認定事業者の拡大に取
り組んでいく必要がある。

4継続

　環境対策に自主的に取り組む事業者を認定する制
度であり、産業部門における温室効果ガス排出削減に
向けた取り組みとして継続。認定事業者数が減少して
いることから、目標達成に向けた方策について検討が必
要。

緑化006 ぐんま緑の県民基金事業（森林環境教
育指導者養成・派遣）

森林環境
部

緑化推進
課

　「緑のインタープリター」の養成・研修・派
遣を計画的、効果的に実施し、県民の森
林環境教育のニーズに対応する。

森林環境教育指導者数（活動登録者
数） 人 133 138 163 5,128 2,946 4,886

　指導者養成講座の実施により、新たに25名の「緑のイン
タープリター」を養成した。また、活動登録は133名となっ
た。「緑のインタープリター」の資質向上を図るフォローアップ
研修を3回実施し、のべ123名が受講した。

4継続

　森林や自然に関する広範な知識やスキルを習得する
ため、年間12回の基礎講座を実施し25名の「緑のイ
ンタープリター」を養成した。森林や自然に対する県民
の関心と理解を深めるためには、知識・ノウハウのある
指導者が不可欠なことから、これまでの検証や社会情
勢を反映した方針検討を行いながら、指導者の養成
や資質向上の研修などを計画的に実施する必要があ

4継続 　県民の森林等に対する理解を深めるため、一定数の
指導者を確保することが重要であることから、継続。

緑化007 森林学習センター運営 再掲
森林環境
部

緑化推進
課

　自然講座、森林観察会、森であそぼう
森で学ぼう教室等、県民向け行事を開催
するとともに、森林環境教育事業及び森
林ボランティア支援のための拠点としての活
用を図る。

来園者数 人 12,442 12,500 13,000 10,963 13,216 7,747

　自然講座等を実施し、県民の森林林業に対する理解
向上に努めた（自然講座6回、森林観察会9回、森であ
そぼう森で学ぼう教室8回）。森林環境教育事業、森林
ボランティア支援の拠点として活用を図った。

4継続

　各種行事を実施した結果、来園者数はおおむね目
標を達成した。 森林体験行事の開催や展示機能、
研修フィールド・保健休養機会の提供、森林環境教
育事業・森林ボランティア支援の拠点活動などにより、
県民の森林・林業に対する理解の向上を図ることは重
要である。

4継続
　来園者は目標数を若干下回ったが、森林や自然に
関する知識・技術の習得、大切さを啓発するための拠
点として、一定の役割を果たしていることから、継続。

施策３　再生可能エネルギーの活用推進

【目的】本県のポテンシャルを活かし、太陽光、水力及び木質バイオマスなどの再生可能エネルギーの普及を促進します。

(1)再生可能エネルギーの導入促進

①太陽光発電の導入を進めます。

環政013 住宅用太陽光発電設備等導入資金 森林環境
部

環境政策
課

　住宅用太陽光発電設備、蓄電池導入
融資制度

太陽光発電の合計出力
（１０kW未満） kW 280,012 293,261 322,761 275,638 283,453 85,993 　新たに、20件、総額 34,030千円の融資を決定。

　【 累計 104件、　　182,540千円 】 4継続

　日照時間が長く、全国平均よりも一戸建て住宅の割
合が高い本県にとって、住宅用太陽光発電設備は再
生可能エネルギーの普及に有効であることから、市場の
動向を踏まえて見直しを行いながら継続する必要があ
る。また、2019年から固定価格買取期間が満了する
世帯が生じ始めるため、蓄電池単体など融資対象設
備を追加して売電から自家消費への転換を促進する。

4継続
　一定の融資実績があり、再生可能エネルギーの普及
のための支援として継続。市場動向を踏まえた金利設
定となるように適宜見直しを行う必要がある。

②小水力発電の導入を促進します。

環政014 小水力発電導入促進 森林環境
部

環境政策
課

　小水力発電設備の導入を予定している
市町村等に対し、流量調査、概略設計
費等を補助（補助率1/2以内）。
　河川における小水力発電の有望地点を
調査し、採算性が高いと見込まれる地点
の情報を公表。

県内小水力発電の合計出力 kW 8,721 8,300 8,466 0 0 0
　新たな地点開発に関心を示す事業者に対して、有望地
点調査で得られた詳細データや、国の助成制度・関連法
規等の情報提供を行った。

4継続 　小水力発電の導入拡大のため、業者等に対して、
引き続き事業化に向けた情報提供などを行う。 4継続 　有望地点調査結果について情報提供を積極的に行

い、事業化につなげる必要があるため、継続。

③木質バイオマスのエネルギー利用を促進します。

林振005 林業・木材産業振興 再掲
森林環境
部

林業振興
課

　群馬県森林・林業基本計画の着実な
推進を図るため、木材の生産、流通、加
工に係る機械や施設整備等及び県産材
の需要拡大のための対策に対して助成を
行う。

素材生産量 千㎥ 365 380 400 150,823 449,350 99,992

（構造）・高性能林業機械の整備　３台  ・林業機械
リース支援　５台・高性能林業機械の改良・整備等　３
件ほか　（振興）親と子の木工広場開催９箇所・安定
供給協定に基づく原木直送量20,000m3・県産２×４
材の出荷量2,039m3ほか

4継続

　本事業は、群馬県森林・林業基本計画で定める素
材生産量４０万m3の目標達成のため、川上の効率
的かつ安定的な原木供給と、川中における加工・流通
体制の強化、川下の木材利用推進と需要開拓に必
要な支援を行うものであり、県産木材の生産及び需要
拡大対策として、継続的な予算措置が必要である。

５継続
（見直し
あり）

　高性能林業機械への整備補助に対する県継足は、
国による経済対策基金が終了した平成29年度以降
の激変緩和措置として実施している。生産性向上に
向けた支援は引き続き必要であるが、これまでの効果
を十分検証し、県継足については廃止を含めた見直し
を検討。

④新たな再生可能エネルギーの導入可能性を検討します。

環政015 再生可能エネルギー調査・普及 森林環境
部

環境政策
課

　小型風力発電導入検討のための風況
調査を行う。また、地中熱利用システムの
導入モデルとなる事業を補助する。その
他、再生可能エネルギー導入についての研
究および普及促進を行う。

風力発電導入量 kW 48 340 350 60 90 74
　【小型風力】２地点の風況調査を実施した。
　【普及促進】バイオマス活用推進に関して、委員会を開
催し進捗状況を点検。

4継続
　低炭素社会づくりの推進は安全・安心な暮らしの維
持のため不可欠であり、引き続き再生可能エネルギー
の普及促進に取り組む必要がある。

4継続
　再生可能エネルギーの導入促進、エネルギーの地産
地消を推進するため、導入調査や普及啓発等取り組
む必要があり、継続。

(2)発電所の運営・新規開発

①既設発電所の維持管理及び計画的な改修工事を実施します。

発電001 電力供給事業 企業局 発電課 　発電所の設備整備及び修繕を実施し、
安全で安定的な設備の稼働を確保する。 年間供給電力量 kWh 783,033,596 - 853,000,000 2,315,120 1,937,205 1,610,625

　発電所機能の維持と向上のため、予定した熊倉発電
所、沢入発電所の水車発電機分解点検工事を実施し
た。

4継続

　県民のライフラインである電力の安定供給のため、引
き続き発電設備の適切な維持管理及び既設発電所
の更新・改良工事を実施し、発電能力の向上を進め
ていく。

4継続
　電力の安定供給に必要な、発電設備の維持管理に
係る費用であるため、継続。

②発電所を新規開発します。

発電002 発電所の新規開発 企業局 発電課
　八ッ場発電所、田沢発電所の建設及び
既設発電所更新増強の調査を実施す
る。

八ッ場発電所の工事進捗率 ％ 52 - 100 2,305,965 2,589,199 1,119,407

　八ッ場発電所は、発電所構造の変更や掘削法面の湧
水対策等により、事業費の増額と事業期間を延長した。
これにより事業進捗率は52％（事業費ベース）となった。
　四万発電所の更新増強（全設備更新）を目的とした
実施設計に取り組んだ。

4継続

　再生可能エネルギーの活用推進のため、八ッ場発電
所については、引き続き建設を進めていく。
  四万発電所の更新増強（全設備更新）について
は、引き続き実施設計に取り組む。

4継続

　水源や日照時間など、本県の恵まれた環境を活か
し、引き続き新たな再生可能エネルギーの導入促進に
取り組むため、継続。
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